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第１章農業の理解

　異業種から農業に参入して成功している事例を見ると、経営トップに共通している
のは農業が好きであるとか、地域社会や環境への使命感を感じていることです。
　しかし、共通点はもう一つみられ、それは厳しさを十分に認識していて多くの障害
を自らの工夫と努力で乗り越えてきた点です。

　農業は投資をすればすぐ結果が得られる産業ではありませんし、技術を習得するこ
とも、簡単なことではありません。また、「農業は自然の中で楽しめる産業である」
という漠然とした農業への憧れだけで参入するのも危険です。

　そこで、ここでは農業への参入する際に留意しなければならない事項をまとめてみ
ました。

５．参入の心構え

企業

検討、計画

経営者 農業関係機関、団体相談

地域や組織との協調が重要

技術の習得と人材の確保が大切

最後は自分で乗り越える決意

補助金をあてにし過ぎない

作目の検討は専門家に相談

参入へのゆるぎない
意思、決断
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第１章 農業の理解

　異業種からの農業参入の場合、もともと農業に関する知識や情報が少ないことから、
作目の決定にあたって、適地適作かどうかという検討よりも先に、ビジネスチャンス
が見込めるか否かといった尺度で判断する傾向があります。

　このため、取り組もうとする作目が、その地域では栽培が不向きであったり、関係
機関の技術支援を受けることが困難であったりする事例が見受けられます。

　こうしたことを避けるために、取り組もうとする作目の検討を始めた段階で、関係
機関へ相談することが重要です。

　農外企業の参入は、企業の持つ経営ノウハウや資金力を生かせるメリットがある一
方で、農業に関しての知識や技術を持った社員は、少ないことが多いと思います。

　参入した企業が農業部門で成功するかどうかは、農業に関する知識、技術に精通し
た人材の確保が必要不可欠の条件となるでしょう。

　このような「農業に明るい人材」」の確保は、企業内で人材育成するか、あるいは、
外部からの確保が必要となります。前者の場合は、育成に中長期を要しますが、後者
の場合は、比較的短期で育成することができます。

作目の決定は専門家に相談しましょう

技術の習得と人材の確保が大切です
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第１章農業の理解

　不慣れな農業に参入し、経営者にほとんど農業知識がない場合もあるでしょう。こ
んな場合は農業部門を統括できる「信頼できる責任者」を確保することも必要となり
ます。しかし、自分自身も一生懸命やってみること、そして様々な困難を乗り越える
とき、最後は何事も自分で乗り越えるしかありません・・・参入して成功した方が一
様におっしゃるのはこのことです。

　農業は国や県の政策に基づいた補助金が用意されている場合があります。また、農
業制度資金は低利の資金です。ですが、補助金や農業制度資金に依存しすぎると過剰
投資にもつながりやすくなるという危険性もはらんでいますので、これらを活用する
際には、綿密な農業経営計画を策定した後で活用を検討することが重要となります。

何事も自分で乗り越えること

補助金をあてにし過ぎないこと

　農業は自己完結的に農地を利用し農業生産を行っているのではなく、農業用地や土
地・施設の基盤整備等、地域の農業者と深くかかわりながら行う産業でもあります。

　新たに農業に参入しようとする場所の周囲では、既に農業者が農業経営を行ってい
ることや、生産手段である農地は、単にその経営体の農業生産経営に供されているだ
けではなく、農業用水の利用などを通じて他の農業経営者の生産活動と深くかかわっ
ています。

　また、農地の持つ農村景観の保全など多面的機能の維持・増進に関係しているとこ
ろでもあり、地域の農業経営者等と十分調整をした上で農業参入することが、参入後
の円滑な農業経営にとって極めて重要となります。

　市町村、農協や生産者組織等とのコミュニケーションを密にする努力も必要となり
ます。

円滑な運営には地域との協調が重要
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第１章 農業の理解

　農業は自己完結的に農地を利用し農業生産を行っているのではなく、地域や関連組
織との協調が円滑な事業運営の重要なポイントであることは理解いただけたでしょう
か。

　ここでは、農業参入にあたって関連するおもな組織などについておおまかに整理し
てみましょう。

関係者・組織

既存農業者

　なにより農業の大先輩だという気持を持ちましょう。長年培ってこられた技術や
知識は大変貴重なものです。

　導入する作目によっては、既存の農業者の事業活動と競合が生じる恐れが十分見
込まれます。

　例えば稲作の農作業受託での参入の場合、既存農業者等との受託が競合したり、
ほ場が分散したりするなどにより、結果として双方に生産性の低下や収益性の悪化
を招く恐れがあるからです。
　しかし、園芸等の場合は地域として大きな産地になるという面で協力関係を築く
ことも可能です。大きな産地になるほど販売面でのメリットも生まれます。

市町村・農業委員会

　市町村や、農業委員会などの行政機関は、農業者の育成や農業・農村振興にかか
わる政策を、農業者と直接接しながら行う組織であり、農業を行う者にとって最も
身近な機関です。

　農地の取得や支援措置の活用、地域との調整などの窓口として対応する機関でも
あり、参入にあたっては、まずもって市町村とのコミュニケーションを密にするこ
とが重要です。

市町村（農業委員会）

既存農業者

農業協同組合

農業共済組合

流通
金融での意思疎通・支援

農業共済制度への加入 指導、助言

企業 県農林振興センター
しまね農業振興公社

調整　理解
産地化への協力

支援措置の活用、
地域との調整の窓口




